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 公衆浴場法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年３月28日 

                                           佐賀県知事  古  川     康    

 佐賀県規則第32号 

   公衆浴場法施行細則の一部を改正する規則 

 公衆浴場法施行細則（昭和23年佐賀県規則第62号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

   公衆浴場法施行細則    公衆浴場法及び佐賀県公衆浴場に関する条例施行規則 

第２条 規則第１条第５項に規定する知事が定める事項は、次に掲

げるとおりとする。 

(1)・(2) 略  

第２条 規則第１条第５項に規定する知事が定める事項は、次に掲

げるとおりとする。 

 (1)・(2) 略 

(3) 浴場業を営む者（以下「営業者」という。）が自ら公衆浴場

を管理しないときは、当該公衆浴場を管理する者の住所、氏名

及び生年月日 

(3) 浴場業を営む者（以下「営業者」という。）が自ら公衆浴場

を管理しないときは、当該公衆浴場を管理する者の氏名 

２ 規則第１条に規定する申請書には、次に掲げる書類を添えなけ

ればならない。 

 (1)～(4) 略 

 (5) 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し及び登記簿

の謄本 

２ 規則第１条に規定する申請書には、次に掲げる書類を添えなけ

ればならない。 

 (1)～(4) 略 

 (5) 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し及び登記事

項証明書 

３ 略 ３ 略 

第６条の２ 佐賀県公衆浴場法施行条例（昭和41年佐賀県条例第43

号）第３条第１項第１号スの別に定める基準は、別表のとおりと

する。ただし、知事は、この基準（濁度及び過マンガン酸カリウ

ム消費量に係る基準に限る。以下この項において同じ。）により

難く、かつ、公衆衛生上支障がないと認めるときは、この基準の

全部又は一部を適用しないことができる。 

第６条の２ 佐賀県公衆浴場に関する条例（昭和41年佐賀県条例第

43号）第３条第１項第１号スの別に定める基準は、別表のとおり

とする。ただし、知事は、この基準（濁度及び過マンガン酸カリ

ウム消費量に係る基準に限る。以下この項において同じ。）によ

り難く、かつ、公衆衛生上支障がないと認めるときは、この基準

の全部又は一部を適用しないことができる。 

第８条 営業者は、正面入口に様式第７号による看板を掲げなけれ

ばならない。 

第８条 削除 



2 

改正前 改正後 

 

 

 

 

 

様式第１号（第２条関係） 

 佐賀県証紙欄 

公衆浴場営業許可申請書 

年  月  日 

  佐賀県知事    様 

                 申請者 住所                    

                     氏名                  ㊞ 

                     生年月日       （電話）       

                     （法人にあっては、その名称、事務所所在地及 

び代表者の氏名） 

 

  次のとおり公衆浴場の営業の許可を受けたいので、公衆浴場法第２条第１項の規定により申

請します。 

 略 

公衆浴場

の管理者
氏名 

年  月  日生
住所 

      （電話） 

 略 

 注 １・２ 略 

 添付書類 

 １～４ 略 

 ５ 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し及び登記簿の謄本 

様式第１号（第２条関係） 

 佐賀県証紙欄 

公衆浴場営業許可申請書 

年  月  日  

  佐賀県知事    様 

                 申請者 住所                     

                     （ふりがな）                 

                     氏名                  ㊞  

                     生年月日       （電話）        

                     （法人にあっては、その名称、事務所所在地、 

代表者の氏名及び生年月日並びに電話番号） 

 

  次のとおり公衆浴場の営業の許可を受けたいので、公衆浴場法第２条第１項の規定により申

請します。 

 略 

管理者の氏名  

 略 

 添付書類 

 １～４ 略 

 ５ 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

 注 １・２ 略 

   ３ 申請に当たっては、裏面の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約を

お願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。 

 この様式に記載された個人情報は、公衆浴場営業許可に係る事務の目的を達成するため及

び上記の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請者が県と行う他の契

約等における身分確認に利用する場合があります。 

 



3 

改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 

誓約 

 私は、このたびの申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

□ 自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。 

  また、次の２から７までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体

又は個人ではありません。 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団

員をいう。以下同じ。） 

３ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

４ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって

暴力団又は暴力団員を利用している者 

５ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

６ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

７ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 



4 

改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第２条の２関係） 

相続による公衆浴場営業承継届 

年  月  日

  佐賀県知事    様 

届出者 住所               

氏名              ㊞

（電話）             

 

  略 

 

 添付書類 

 １ 略 

 

 

 ２ 略 

 注 氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

様式第２号（第２条の２関係） 

相続による公衆浴場営業承継届 

年  月  日  

  佐賀県知事    様 

届出者 住所                 

（ふりがな）             

氏名              ㊞  

生年月日     （電話）      

 

  略 

 添付書類 

 １ 略 

 ２ 戸籍謄本により届出者が相続人であることを確認できない場合は、前項に掲げる書類のほ

か、相続人であることを確認できる書類 

 ３ 略 

 注 １ 氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

   ２ 届出に当たっては、裏面の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約

をお願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合がありま

す。 

 この様式に記載された個人情報は、相続による公衆浴場営業承継に係る事務の目的を達

成するため及び上記の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請者が

県と行う他の契約等における身分確認に利用する場合があります。 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 

誓約 

 私は、このたびの申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

□ 自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。 

  また、次の２から７までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体

又は個人ではありません。 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団

員をいう。以下同じ。） 

３ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

４ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって

暴力団又は暴力団員を利用している者 

５ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

６ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

７ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号（第２条の２関係） 

合併による公衆浴場営業承継届 

年  月  日

  佐賀県知事    様 

届出者 名称            

事務所所在地        

代表者の氏名       ㊞

（電話）           

 

  略 

 添付書類 

  定款又は寄附行為の写し及び登記簿の謄本 

様式第３号（第２条の２関係） 

合併による公衆浴場営業承継届 

年  月  日  

  佐賀県知事    様 

届出者 名称              

事務所所在地          

（ふりがな）          

代表者の氏名       ㊞  

生年月日   年  月  日  

（電話）            

 

  略 

 添付書類 

  定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

 注 届出に当たっては、裏面の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓

約をお願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があ

ります。 

 この様式に記載された個人情報は、合併による公衆浴場営業承継に係る事務の目的を

達成するため及び上記の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請

者が県と行う他の契約等における身分確認に利用する場合があります。 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 

誓約 

 私は、このたびの申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

□ 自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。 

  また、次の２から７までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他

の団体又は個人ではありません。 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。） 

３ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

４ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用している者 

５ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極

的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

６ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

７ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（第２条の２関係） 

分割による公衆浴場営業承継届 

年  月  日

  佐賀県知事    様 

届出者 名称            

事務所所在地        

代表者の氏名       ㊞

（電話）          

 

  略 

 添付書類 

  定款又は寄附行為の写し及び登記簿の謄本 

様式第４号（第２条の２関係） 

分割による公衆浴場営業承継届 

年  月  日  

  佐賀県知事    様 

届出者 名称              

事務所所在地          

（ふりがな）          

代表者の氏名       ㊞  

生年月日   年  月  日  

（電話）            

 

  略 

 添付書類 

  定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

 注 届出に当たっては、裏面の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の

誓約をお願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合

があります。 

 この様式に記載された個人情報は、分割による公衆浴場営業承継に係る事務の目的

を達成するため及び上記の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、

申請者が県と行う他の契約等における身分確認に利用する場合があります。 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 

誓約 

 私は、このたびの申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

□ 自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。 

  また、次の２から７までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他

の団体又は個人ではありません。 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。） 

３ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

４ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用している者 

５ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極

的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

６ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

７ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
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様式第５号（第３条関係） 

公衆浴場営業許可申請書（営業承継届）記載事項変更届 

年  月  日   

  佐賀県知事    様 

                  住所                     

                  （ふりがな）                 

                  氏名                  ㊞  

                  生年月日    年  月  日        

                  （法人にあっては、その名称、事務所所在地並 

びに代表者の氏名及び生年月日） 

 

  略 

 添付書類 略 

 注 １ 氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

   ２ 届出に当たり代表者に変更がある場合には、裏面の誓約を確認の上、□にレを

記入すること。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓

約をお願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があ

ります。 

 この様式に記載された個人情報は、公衆浴場営業許可申請書（営業承継届）記載事項

変更に係る事務の目的を達成するため及び上記の誓約事項の確認のために使用します。

また、確認情報は、申請者が県と行う他の契約等における身分確認に利用する場合があ

ります。 

 

改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第５号（第３条関係） 

公衆浴場営業許可申請書（営業承継届）記載事項変更届 

                                年  月  日 

  佐賀県知事    様 

                  住所                    

                  氏名                  ㊞ 

                  （法人にあっては、その名称、事務所所在地及 

び代表者の氏名） 

 

  略 

 添付書類 略 

 注 氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 
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（裏面） 

誓約 

 私は、このたびの申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

□ 自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。 

  また、次の２から７までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他

の団体又は個人ではありません。 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。） 

３ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

４ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用している者 

５ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極

的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

６ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

７ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

様式第６号（第４条関係） 

  略 

 略 

管理者の氏名  

 略 

 注 略 

 この様式に記載された個人情報は、公衆浴場の営業の停止又は廃止に係る事務の目

的を達成するために使い、法令等に定めがある場合を除き、御本人の承諾なしに第三

者に提供することはありません。 

改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第７号を削る。 

   附 則 

 この規則は、平成26年６月１日から施行する。 

様式第６号（第４条関係） 

  略 

 略 

管理者の氏名  住所 （電話）      

 略 

 注 略 


